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「日本市場における2030/2050年に向けた太陽光発電導⼊量予測」のポイント

 再⽣可能エネルギーを主⼒電源として位置付けた第5次エネルギー基本計画および太陽光発電の
世界潮流を踏まえて導⼊量を予測
その結果、政府の想定する“エネルギー・ミックス”を大きく超えた、実現可能性が高い“160GW導入”の市場構成の姿を予測しました。

 2020〜2030年に向けての短・中期の太陽光発電システム導⼊量を予測
FIT制度・ポストFITの新ビジネス、新型コロナウィルスの影響、電⼒改⾰をめぐる動き等を高精度に分析して導入量予測を提⽰しました。

 2030〜2050年への⻑期の太陽光発電システム導⼊量を予測
エネルギーをめぐる世界潮流やわが国のエネルギー・マネジメントの進展、スマート社会の姿を想定して導入量予測を提⽰しました。

 太陽光発電関連蓄電池市場動向（価格・導⼊量）を予測
卒FITや需給⼀体型市場成⻑に伴って導入される蓄電池（主にリチウムイオン⼆次電池）の価格・導入量を予測しました。

 規模別の太陽光発電システム市場動向（価格・導⼊量）を予測
太陽光発電システム規模（容量区分）別に価格・導入量を予測しました。

 各電⼒会社管内別の導⼊量を予測
地域的な需要との関連を考慮して、各地域（電⼒会社管内別）導入量を予測しました。

 ⽤途別の導⼊量を予測
地上型やルーフトップ型を区分し、利⽤先をベースに将来の⽤途を知る目安を提⽰しました。

 ポストFITのビジネスモデルを提示
FIT制度の次に続いて登場すると想定されるビジネスモデルを提⽰しました。



はじめに
新型コロナウィルスが世界中で猛威を振るい、あらゆる産業界において⽣産・流通の停滞、需要の消失など、ダ

メージが広がっています。太陽光発電システムにおいても例外ではないが、⽐較的早期に対策が打たれ、⽣産も
戻ってきており、流通・施⼯においては従来通り⾏われています。その原動⼒は、世界中で高まる需要と、継続的な
案件の⽣成です。
日本市場もこれに大きく貢献してきており、2012年度からの固定価格買取制度（FIT制度）をきっかけに、第5

次エネルギー基本計画で再⽣可能エネルギーの主⼒電源化がうたわれ、今般のエネルギー供給強靱化法で主⼒
電源化を果たすための具体的方策が打ち出されました。FIT制度・再⽣可能エネルギー法は、市場統合に向けた
改⾰が⾏われ、制度依存から市場への統合、新しいビジネスや地域主導での⾯的普及へと段階が大きく進みます。
国も全省庁での再⽣可能エネルギー普及に向けた取り組みを具体化するなど、“政策総動員”での導入促進が急
速に進むことが期待されています。

2050年の地球温暖化ガス排出削減を定めたパリ協定、2030年を目指す国連が率先する持続可能な開発目
標（SDGs）、それらを関係づけるRE100イニシアチブや環境等に配慮したESG（環境・社会・ガバナンス）投資
など、太陽光発電にとって好ましい普及環境が整いつつあります。このチャンスを⽣かし、皆さまの事業に役⽴ててい
ただけるよう、定点観測を基準とした将来にわたる道しるべとなる最新の導入量予測を取りまとめました。2030年度
までの社会的背景やシステムのコストダウン等を考慮した年間および累積導入量の予測を⾏うと共に、「2030年
度・160GW導入」への具体的な道筋を⽰しました。 さらに、2050年度までの導入の絵姿も提⽰し、将来に向けた
計画策定のヒントになるよう配慮しました。
今後の健全な市場競争と共に、諸課題を克服してさらなる太陽光発電システムの普及拡大を果たせるよう、本レ

ポートをご活⽤いただければ幸いです。
2020年9月
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「日本市場における2030/2050年に向けた太陽光発電導⼊量予測
（2020〜21年版）」 レポートの概要

日本市場における2030/2050年に向けた太陽光発電導入量予測



「日本市場における2030/2050年導⼊量予測」 全体像

16

• 新型コロナ禍を乗り越え、再⽣可能エネルギーの主⼒電源化へ邁進する、日本の
太陽光発電システム市場の2030/2050年度までの導入量を予測

• 住宅⽤／産業⽤システム価格は国際価格も反映し、2030年までに
89〜111円/W まで低減、発電コストはトップランナーで 5.2〜5.5円/kWh の回
避可能原価付近まで下がる（導入・技術開発加速ケース）

• 現状の市場規模 2019年度 7.6GW/年（累積65GW）は、2030年度には
8〜13GW/年（累積133〜165GW）へ成⻑すると予測

• 短期的要因（2020〜25年）として制度整備、新市場拡⼤、デマンド側牽引を
挙げ、中期（2025〜30年）では新規製品・応⽤、地域展開、国家目標・エネル
ギー・ミックス実現が重要に

これらにつき丁寧な説明およびディスカッションで理解を深めていただくことで、
皆さまの事業計画検討に反映していただける資料となっております。



日本の太陽光発電市場セグメントと特徴

© 株式会社資源総合システム

容量（PCS） 特徴および今後の⾒通し 市場位置付け

10kW未満
【低圧】

• 建築物省エネ化・ゼロエネ化により新築住宅へ搭載標準化
• 建材⼀体型（BIPV）など付加価値指向製品
• 既存住宅へのエネルギーリフォーム市場の勃興
• TPO、ゼロ円設置、VPPなどの新規ビジネスモデルをテコにしてスマート商品が普及

従来型
基本市場

10kW〜
50kW未満
【低圧】

• FIT︓2020年度から余剰接続、ルーフトップ市場が拡大、野⽴てから転換
• 需要地において全量売電よりも経済性向上、採算性は最も良い
• 小規模施設、駐⾞場、営農型、空地など、地域活⽤型の導入が促進

新規
中心市場

50kW〜500kW

未満
【高圧】

• RE100などの低炭素化を目指す社会の到来で導入拡大
• 250kW以上は、2020年度よりFIT入札制度適⽤
• オンサイト余剰接続型が拡大

新興
成⻑市場

500kW〜2MW

未満
【高圧】

• 2019年度より入札制度となり、導入量に制限
• 新市場︓水上設置、大型駐⾞場、農地（ソーラーシェアリング）など拡大
• PPA契約によるオンサイト発電の拡大

新興
成⻑市場

2MW以上
【特別高圧】

• 認定失効問題で導入が加速
• 大量の未稼動大規模案件が中心、新規案件は大幅減少 限定市場

新規応⽤分野
• 水上設置型、営農型（ソーラーシェアリング）がFITベースに市場確⽴
• BIPVやEV向け（⾞載）、充電ステーションなど新⽤途の開発へ
• IoT（室内利⽤）など電⼒⽤途ではない微小規模も含めた新規需要

未開拓市場
（将来の成⻑市場）
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導入・技術開発加速ケース（2019年10月版・加筆）
現状成⻑ケース（2019年10月版・加筆）
①導入・技術開発加速ケース
②現状成⻑ケース

新型コロナウィルス感染症による影響

© 株式会社資源総合システム

（市場変化の要因可能性）
住宅⽤ 需要冷え込み、営業停滞
低圧・野⽴て・産業⽤ルーフトップ
⾃家消費型新規案件獲得が苦戦
地上設置型 FIT案件（徐々に遅れ）

“導⼊・技術開発加速ケース”
⼀時停滞気味 → 年度内回復
→ 景気刺激策で上向き

“現状成⻑ケース”
停滞・需要減退が継続
→ 次年度に徐々に回復

• 住宅⽤太陽光発電システム
新規顧客獲得が苦戦（需要減退）
→ リモート営業等で挽回

巣ごもり・テレワークで家庭電⼒消費増大、
太陽光発電・蓄電システムに注目

• 低圧・野⽴て、産業⽤ルーフトップ
太陽光発電システム（低圧・高圧）
⾃家消費型シフトの中、新規獲得が苦戦、
TPO／PPAモデルの浸透度に左右される
FIT制度での導入（余剰・営農など）も継続

• 地上設置型太陽光発電システム（高圧・特高）
FIT残留案件など⼯事が進展 ←→ 現場制限で完⼯遅れの可能性も

 その後、景気刺激策で成⻑に転換、中⻑期では導入量に大きく影響せず︓
導入・技術開発加速ケース 2030年度 累積160GW（DC）超 の高成⻑
現状成⻑ケース 同130GW超 の安定的成⻑
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小規模PVシステム（10～50kW）

中規模PVシステム（50～1,000kW）

大規模PVシステム（≧1MW）

導⼊・技術開発加速ケースにおける太陽光発電システム価格想定（2030年まで）

・太陽光発電コスト試算︓新エネルギー・産業技術総合開発機構資料「太陽光発電開発戦略（NEDO PV Challenges）」（2014年9月30日）を利⽤
・太陽光発電システム寿命につき、現状20年のものが2025年には25年、2030年には30年に伸⻑するとした

© 株式会社資源総合システム
【導入・技術開発加速ケース】

①現状139〜242円/Wの太陽光発電システム価格は、2030年までに89〜111円/Wまで低減と予測
②発電コスト（LCOE）はトップランナーで5.2円/kWh、回避可能原価付近まで下がり、受電端の電気料⾦よりも安くなる

実績 予測
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導入・技術開発加速ケース 累積導入量

年間および累積導⼊量の予測結果（現状成⻑／導⼊・技術開発加速ケース、DCベース）（2030年まで）

実績 予測 【現状成⻑ケース】 【導入・技術開発加速ケース】

単位︓GW（DCベース）

© 株式会社資源総合システム
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/ 年
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年度

現状成長ケース 正味年間導入量

現状成長ケース 年間導入量

導入・技術開発加速ケース 正味年間導入量

導入・技術開発加速ケース 年間導入量

現状成長ケース 除却量

導入・技術開発加速ケース 除却量

現状成長ケース 正味累積導入量

現状成長ケース 累積導入量

導入・技術開発加速ケース 正味累積導入量

導入・技術開発加速ケース 累積導入量

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム

除
却
量
（

G
W

/ 年
）

除却量を考慮した導⼊量予測結果（現状成⻑／導⼊・技術開発加速ケース、DCベース）（2050年まで）

実績 予測

【現状成⻑ケース】 【導入・技術開発加速ケース】

単位︓GW（DCベース）

© 株式会社資源総合システム
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年度

北海道電力 東北電力

東京電力 中部電力

北陸電力 関西電力

中国電力 四国電力

九州電力 沖縄電力

電⼒会社別導⼊量の予測結果（現状成⻑／導⼊・技術開発加速ケース）（2030年まで）

実績 予測

© 株式会社資源総合システム
【現状成⻑ケース】

単位︓GW（DCベース）

【導入・技術開発加速ケース】



⽤途別太陽光発電システム市場予測（導⼊・技術開発加速ケース）

© 株式会社資源総合システム

【導入・技術開発加速ケース】

単位︓GW（DCベース）

 住宅⽤＋産業⽤太陽光発電システム市場で年間8GW前後を安定維持
 ⾃家消費型・分散型市場の成⻑に新分野応⽤が加勢し、13GW市場へ成⻑

予測



住宅⽤蓄電システム導⼊量予測 （導⼊・技術開発加速ケース）

 導入件数に各区分ごとの標準搭載容量（区分AとCは6kWh、区分Bは8kWh、区分Dは4kWh）を掛けて導入量
の予測を⾏った

 2030年には4.05 GWh/年の導入量を予測している

年度

【導入・技術開発加速ケース】

予測

出典︓株式会社資源総合システム調べ
（2018、2019年度データについては、日本電機⼯業会（JEMA）蓄電システム⾃主統計（2020年6月12日）を参考にした）



国内の太陽光発電関連市場の成⻑試算（導⼊・技術開発加速ケース）

（単位︓兆円）

© 株式会社資源総合システム

実績 予測

【導入・技術開発加速ケース】



2030/2050年に向けた太陽光発電導⼊量予測に際しての要因整理

①短期的要因
（2020〜25年）

太
陽
光
発
電
導
⼊
量
予
測
に
際
し
て
の
主
要
な
要
因

④超⻑期的要因
（2040〜50年）

③⻑期的要因
（2030〜40年）

②中期的要因
（2025〜30年）

制度︓ FIT制度 ＋ 電⼒⾃由化による事業環境整備が進展

新規製品・応⽤︓ BIPV・⾞載⽤・IoT⽤などバラエティ化

エネルギー貯蔵・転換︓ 蓄電システム＋水素利⽤の本格化

エネルギーシフト／セクターカップリングで⽣産効率性向上

市場︓ “共有経済” × ⾃家消費型・分散型システム

需要︓ RE100等により再⽣可能エネルギー電⼒需要急増

地域展開︓ 総合エネマネによる地域エネルギー・経済循環

国家目標︓ 従来型エネルギーとバランスしたエネミックス実現

再⽣可能エネルギーがより⽣活・事業に浸透

国際公約達成と22世紀に向けたエネルギー・経済のあり方



日本の将来のエネルギー・ミックス想定

太陽光発電 160GW超
導⼊

（全電⼒需要の約17%）

太陽光発電 470GW超
導⼊（除却後正味量）
（全電⼒需要の半分弱
（46%）をカバー）

再⽣可能エネルギー
＝主⼒電源として、
全電⼒需要の90%を

カバー

カーボンフリー化（CCS＋
⽕⼒発電セット化）、燃料
輸⼊の抑制

原⼦⼒︓再稼働限定化、
廃炉プロセスを着実に遂⾏

 2030年度の太陽光発電システム160GW超導入を契機に、新たな応⽤を含む再⽣可能エネルギー利活⽤を⼀段と
進めれば、下記のようなシナリオが考えられる

 化石燃料や原⼦⼒への依存度を早期に低減し、地球温暖化対策の国際枠組み「パリ協定」への国際公約達成に向
け、環境保全と経済発展を両⽴した、持続可能な発展を確実に実現できる

石油等

石炭

天然ガス

原⼦⼒

⽔⼒

出典︓経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー⽩書2020」（2020年6月）、第4次エネルギー基本計画（2014年）、第5次エネルギー基本計画（2018年）、
エネルギー情勢懇談会「2050年エネルギーシナリオ」（2018年3月）を基に、株式会社資源総合システムにより試算

予測 【導入・技術開発加速ケース】



「日本市場における2030/2050年導⼊量予測」 活⽤のご提案︕
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円
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、
ま
た
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円
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年度

住宅用PVシステム（＜10kW）
小規模PVシステム（10～50kW）
中規模PVシステム（50～1,000kW）
大規模PVシステム（≧1MW）

導⼊・技術開発加速ケースにおける太陽光発電システム価格想定（2030年まで）
実績 予測

継続して利潤を確保できる
システム価格を検討したい

短中期に起きる環境変化を踏まえて
事業変革を進めて強靱化させたい

将来のエネルギーミックスのシナリオを検討して
顧客にクリーンな電源の確保の必要性を訴えたい

ポストFITビジネスにおけるターゲットを⾒極め
地域や業界ごとにアタックしたい

太陽光発電に付随する
新たな付加価値で
新規事業を始めたい



日本市場における2030/2050年に向けた太陽光発電導⼊量予測
（2020〜21年版）
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